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決 算 審 査 意 見 書 
 

第１ 審査の対象 

  平成２１年度西原町一般会計歳入歳出決算 

  平成２１年度西原町国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

  平成２１度西原町老人保健特別会計歳入歳出決算 

  平成２１年度西原町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算 

  平成２１年度西原町土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

  平成２１年度西原町介護保険特別会計歳入歳出決算 

  平成２１年度西原町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

  （付属書類） 

  平成２１年度西原町一般会計・特別会計歳入歳出決算事項別明細書 

  実質収支に関する調書・財産に関する調書 

 

第２ 審査の期間 

  平成２２年７月２６日～８月１３日（１３日間） 

 

第３ 審査の基本方針 

  この決算の審査に当たっては、歳入及び歳出が地方自治法第２条第１４項及び第１

５項の規定に基づいた財務事務の処理と財政運営がなされているかどうかを基本と

して、提出された決算書、関係書類等について、次のことに重点をおいて審査した。 

 （１）歳入歳出の決算書の計数は正確か。 

 （２）決算書の計数とその他の付属書類等の計数は一致するか。 

 （３）歳入の確保は適正になされているか。 

 （４）予算の執行はその目的に沿って適正になされているか。また、効率的に執行さ

れているか。 

 （５）財政運営は健全かつ効率的に行われているか。 
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第４ 審査の結果 

  平成２１年度の一般会計及び特別会計の歳入歳出の決算額は次表のとおりで、関係

書類の各種計数との照合、各種統計資料の計数分析、例月現金出納検査における会計

年度末の収支計算書の計数との照合を行う等により審査した。 

  その結果、決算書の計数は誤りのないものと認められた。 

  また、予算の執行は概ね適正であると認められた。 

 
 

平成２１年度歳入歳出決算額 
（一般会計・特別会計） 

 

決算額 
会計別 予算現額 

歳入 歳出 歳入歳出差引残額

一般会計 10,709,640 10,469,643 10,151,475 318,168

国民健康保険 4,675,946 3,762,816 4,568,564 △805,747

老人保健 17,304 10,388 12,236 △1,848

公共下水道事業 754,427 742,352 725,565 16,787

土地区画整理事業 1,109,710 745,716 577,915 167,801

介護保険 1,463,913 1,482,306 1,445,330 36,976

後期高齢者医療 153,404 153,148 150,946 2,202

特
別
会
計 

計 8,174,704 6,896,726 7,480,556 △583,830

合計 18,884,344 17,366,370 17,632,031 △265,661
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第５  審査の概要及び意見 

 

１ 一般会計 

 

（１） 一般会計の収支  

 
  本年度の一般会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで、歳入決算額は１０，

４６９，６４３千円、歳出決算額は１０，１５１，４７５千円で差引残額は３１８，

１６８千円となっている。 

  また、差引残額３１８，１６８千円のうち翌年度繰越財源額が３７，４０２千円で

実質収支額は２８０，７６６千円である。 

 

 
一般会計の歳入及び歳出決算額の状況 

 

項   目 本 年 度 対前年度増減額 

歳 入 決 算 額 １０，４６９，６４３ １，３３３，４３９ 

歳 出 決 算 額 １０，１５１，４７５ １，２８０，９８０ 

差 引 残 額 

翌年度繰越財源 

実質収支額 

３１８，１６８

 ３７，４０２

２８０，７６６

― 

― 

― 

 
歳入決算額は、前年度より１，３３３，４３９千円、歳出決算額は前年度より１，

２８０，９８０千円それぞれ増加している。 
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（２）  歳入決算額の状況  

  ① 歳入の決算状況と前年度比較 

   一般会計の本年度歳入決算の状況は、次のとおりである。 

 （単位：千円、％） 

不能 収入 収入率 収入率
款 予算現額 調定額 収入済額

欠損額 未済額 対予算 対調定

1 町税 3,109,909 3,444,311 3,178,949 34,938 231,287 102.2 92.3

2 地方譲与税 89,253 105,613 105,613 0 0 118.3 100.0

3 利子割交付金 7,371 8,291 8,291 0 0 112.5 100.0

4 配当交付金 1,929 1,194 1,194 0 0 61.9 100.0

5 株式等譲渡所得割交付金 959 1,074 1,074 0 0 112.0 100.0

6 地方消費税交付金 295,757 295,757 295,757 0 0 100.0 100.0

7 ゴルフ場利用税交付金 24,403 25,040 25,040 0 0 102.6 100.0

8 自動車税取得税交付金 16,433 18,584 18,584 0 0 113.1 100.0

9 地方特例交付金 39,484 39,484 39,484 0 0 100.0 100.0

10 地方交付税 1,882,272 1,925,561 1,925,561 0 0 102.3 100.0

11 交通安全対策特別交付金 4,400 4,500 4,500 0 0 102.3 100.0

12 分担金及び負担金 182,345 192,131 182,012 0 10,118 99.8 94.7

13 使用料及び手数料 115,692 119,054 113,239 0 5,815 97.9 95.1

14 国庫支出金 2,110,318 2,096,933 1,809,593 0 287,339 85.7 86.3

15 県支出金 881,211 856,802 856,802 0   97.2 100.0

16 財産収入 4,453 3,635 3,635 0   81.6 100.0

17 寄附金 3,573 3,820 3,820 0   106.9 100.0

18 繰入金 84,757 84,751 84,751 0   100.0 100.0

19 繰越金 265,709 265,709 265,709 0   100.0 100.0

20 諸収入 387,812 493,805 390,934 0 102,870 100.8 79.2

21 町債 1,201,600 1,155,100 1,155,100 0 0 96.1 100.0

歳入合計 10,709,640 11,141,148 10,469,643 34,938 637,429 97.8 94.0

前年度歳入合計 9,940,220 9,783,794 9,136,204 28,962 619,558 91.9 93.4

収入済額には還付未済額８６２千円を含む。 
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予算現額は１０，７０９，６４０円、調定額は１１，１４１，１４８円、収入済

額は１０，４６９，６４３円、不納欠損額は３４，９３８千円及び収入未済額は６

３７，４２９千円になっている。 

   収入済額１０，４６９，６４３円は予算現額１０，７０９，６４０円に対して９

７．８％になっている。前年度は９１．９％であった。    

調定額１１，１４１，１４８円に対する収入済額１０，４６９，６４３円の割合

は９４．０％になっている。 

調定額は前年度より１，３５７，３５４千円、収入済額は１，３３３，４３９千 

円増加している。 

 収入未済額は６３７，４２９千円で、その主なものは町税、負担金（保育料）、

使用料及び手数料（幼稚園）、諸収入（学校給食費）、国庫支出金である。 
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歳入決算の前年度比較は次のとおりである。 

 （単位：千円、％） 

平成２１年度 平成２０年度 
款 

収入金額 構成比 収入金額 構成比 
増減額 

1 町税 3,178,949 30.4 3,130,120 34.3 48,829

2 地方譲与税 105,613 1.0 105,793 1.2 △ 180

3 利子割交付金 8,291 0.1 9,210 0.1 △ 919

4 配当交付金 1,194 0.0 1,820 0.0 △ 626

5 株式等譲渡所得割交付金 1,074 0.0 840 0.0 234

6 地方消費税交付金 295,757 2.8 277,502 3.0 18,255

7 ゴルフ場利用税交付金 25,040 0.2 25,648 0.3 △ 608

8 自動車税取得税交付金 18,584 0.2 27,383 0.3 △ 8,799

9 地方特例交付金 39,484 0.4 39,660 0.4 △ 176

10 地方交付税 1,925,561 18.4 1,950,488 21.3 △ 24,927

11 交通安全対策特別交付金 4,500 0.0 3,936 0.0 564

12 分担金及び負担金 182,012 1.7 183,640 2.0 △ 1,628

13 使用料及び手数料 113,239 1.1 116,433 1.3 △ 3,194

14 国庫支出金 1,809,593 17.3 1,338,036 14.6 471,557

15 県支出金 856,802 8.2 707,991 7.7 148,811

16 財産収入 3,635 0.0 4,766 0.1 △ 1,131

17 寄附金 3,820 0.0 4,800 0.1 △ 980

18 繰入金 84,751 0.8 105,673 1.2 △ 20,922

19 繰越金 265,709 2.5 255,619 2.8 10,090

20 諸収入 390,934 3.7 399,346 4.4 △ 8,412

21 町債 1,155,100 11.0 447,500 4.9 707,600

歳入合計 10,469,643 100.0 9,136,204 100.0 1,333,439

 

 
ア 主な款別収入済額の状況 

 
   款別の収入済額のうち主な項目の状況は次のとおりである。 

 
 （ア） 町 税 
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    調定額は３，４４４，３１１千円、収入済額は３，１７８，９４９千円となっ

ており、その収入率は９２．３％であり前年度の９１．２％より１．１ポイント

上昇している。収入が前年度より４８，８２９千円増加している。個人町民税は

減少したが、法人町民税と固定資産税が増加している。 

   
（イ） 地方譲与税 

    地方譲与税は１０５，６１３千円と前年度より１８０千円減少している。 

 
  （ウ） 地方特例交付金 

    地方特例交付金は３９，４８４千円と前年度より１７６千円減少している。 

   
（エ） 国庫支出金 

           国庫支出金は１，８０９，５９３千円で前年度より４７１，５５７千円増加し

          いる 

    収入率は８６．３％になっているが、これは土木費及び教育費の一部に翌年度

繰越が生じたことによるものである。 

 
 （オ） 県支出金 

県支出金は８５６，８０２千円で前年度より１４８，８１１千円増加している。 

収入率は１００％である。 

    
（カ） 諸収入 

     諸収入の主な金額は学校給食費負担金の１５８，４５９千円とマリンパーク事 

     業収入の１２２，３８６千円である。 

   
（キ） 町債 

     町債は１，１５５，１００千円で前年度４４７，５００千円より７０７，６０  

      ０千円増加している。増加の要因は乳製品製造工場貸付事業として本年度６４０， 

         ０００千円の起債があったことによる。この６４０，０００千円は歳出で（款） 

         商工費から当該企業に貸付金として執行されている。 
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② 自主財源と依存財源の状況 

 
自主財源と依存財源の状況は次の表のとおりである。   (地方財政状況調査表より) 

 （単位：千円、％） 

平成２１年度決算額 平成２０年度決算額 
区分 

収入金額 構成比 収入金額 構成比 
増減額 増減率

地方税 3,178,949 30.4 3,130,120 34.3 48,829 1.6

分担金及び負担金 182,012 1.7 183,640 2.0 △ 1,628 △ 0.9

使用料 59,261 0.6 58,095 0.6 1,166 2.0

手数料 53,978 0.5 58,338 0.6 △ 4,360 △ 7.5

財産収入 3,635 0.0 4,766 0.1 △ 1,131 △ 23.7

寄附金 3,820 0.0 4,800 0.1 △ 980 △ 20.4

繰入金 84,751 0.8 105,673 1.2 △ 20,922 △ 19.8

繰越金 265,709 2.5 255,619 2.8 10,090 3.9

諸収入 390,934 3.7 399,346 4.4 △ 8,412 △ 2.1

自
主
財
源 

計 4,223,050 40.3 4,200,397 46.0 22,653 0.5

地方譲与税 105,613 1.0 105,793 1.2 △ 180 △ 0.2

利子割交付金 8,291 0.1 9,210 0.1 △ 919 △ 10.0

配当交付金 1,194 0.0 1,820 0.0 △ 626 △ 34.4

株式等譲渡所得割交付金 1,074 0.0 840 0.0 234 27.9

地方消費税交付金 295,757 2.8 277,502 3.0 18,255 6.6

ゴルフ場利用税交付金 25,040 0.2 25,648 0.3 △ 608 △ 2.4

自動車税取得税交付金 18,584 0.2 27,383 0.3 △ 8,799 △ 32.1

地方特例交付金 39,484 0.4 39,660 0.4 △ 176 △ 0.4

地方交付税 1,925,561 18.4 1,950,488 21.3 △ 24,927 △ 1.3

交通安全対策特別交付金 4,500 0.0 3,936 0.0 564 14.3

国庫支出金 1,809,593 17.3 1,338,036 14.6 471,557 35.2

国有提供施設等所在市町村助成交金        

県支出金 856,802 8.2 707,991 7.7 148,811 21.0

地方債 1,155,100 11.0 447,500 4.9 707,600 158.1

（うち臨時財政対策費） 446,000 4.3 287,000 3.1 159,000 55.4

（うち減税補てん債）   0   

依
存
財
源 

計 6,246,593 59.7 4,935,807 54.0 1,310,786 26.6

  合計 10,469,643 100.0 9,136,204 100.0 1,333,439 14.6

うち一般財源 5,599,547 53.5 5,568,464 60.9 31,083 0.6

※うち一般財源は、地方税、地方譲与税、利子割交付税、株式等譲渡割交付金、ゴルフ場利用税交付

金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税の合計である。 
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自主財源は前年度より２２，６５３千円増加し４，２２３，０５０千円になっている。

これは町税（特に固定資産税）の収入の増加による。しかし、自主財源の構成比は、４

０．３％で前年度の４６％より５．７ポイント低くなっている。 

 依存財源は６，２４６，５９３千円で前年度より１，３１０，７８６千円増加し 

いる。これは、主として国庫支出金と地方債が増加したことによる。 

 依存財源の構成比は、５９．７％で前年度の５４．０％より５．７ポイント高く 

なっている。 

 
 
 
③ 町税等主な自主財源の収入状況 

 

ア 町税の収入状況 

 
（ア）税目別の収入金額の状況は、次の表のとおりである。 

     
     税目別の収入状況表        

 税 目 本年度 前年度 増 減 額 

町
民
税 

個 人 

法 人 

計 

１，０４７，１３4

２２１，４１７

１，２６８，５５1

１，０７４，２２９

１８７，２０４

１，２６１，４３３

△２７，０９６

３４，２１３

７，１１８

固定資産税 １，６５１，３３２ １，６１０，６８０ ４０，６５１

国有資産等交付金 ２９，７３５ ２９，５５８ １７６

軽自動車税 ９１，３０７ ８７，１３７ ４，１６９

町たばこ税 １３８，０２４ １４１，３１２ △３，２８８

合 計 ３，１７８，９４９ ３，１３０，１２０ ４８，８２９

    ※固定資産税の構成比 ２１年度５２．８％、２０年度５２．４％ 

 

 

 
㋐ 町民税 

町民税は、１，２６８，５５１千円で前年度より７，１１８千円増加してい

る。個人町民税は前年度より減少したが、法人町民税が増加したため、合計額
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では増加している。なお、町民税の収入率は９３．９％で昨年の９４．０％よ

り０．１ポイント下降している。 

㋑ 固定資産税 

固定資産税は１，６５１，３３１千円で前年度より４０，６５１千円増加し

ている。固定資産税の収入率は前年度の８８．５％より２．１ポイント上昇し

９０．６％になっている。     

なお、固定資産税収入額は税収総額の５２．８％を占めている。 

固定資産税の収入増加の要因は製造業の事業所による大規模工場の新た 

な開設による。 

 
㋒ 国有資産等交付金 

     国有資産等交付金は２９、７３４千円で前年度より１７６千円増加している。 

 
    ㋓ 軽自動車税 

     軽自動車税は、９１，３０７千円で前年度より４，１６９千円増加している。 

 
    ㋔ 町たばこ税 

     町たばこ税は１３８，０２４千円で前年度より３、２８８ 

千円減少している。 

 

 
（イ） 本年度末の収入未済額の状況 

 

町税の本年度末の収入未済額を現年度分と滞納繰越分に分けると、次の表のと

おりである。 

 

年 度 現年度分 滞納繰越分 計 

２１年度 ８３，３８２ １４７，９０４ ２３１，２８６ 

２０年度 ９５，５４４ １７９，０６２ ２７４，６０６ 

増 減 額 △１２，１６２ △ ３１，１５８ △ ４３．３２０ 

 
         本年度末の滞納額は、２３１，２８６千円で前年度末の２７４，６０６千円 

より４３，３２０千円減少している。これは滞納繰越分の徴収が進んだことと、 

本年度における不能欠損処理額の３４，９３８千円が主な要因である。 

 

（ウ） 不納欠損処理の状況 

 
本年度の不能欠損処理額の状況は次のとおりである。 
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税目別 １５条の７ １８条 合 計 

個人町民税 

法人町民税 

固定資産税 

軽自動車税 

合  計 

４，２９３

２８４

２５，５５９

１７５

３０，３１２

１，７３２

３９９

１，９３６

５５２

４，６２６

６，０２５ 

６８３ 

２７，４９５ 

７３４ 

３４，９３８ 

前年度 １８，５０６ １０，４５６ ２８，９６２ 

 
平成２１年度において処分された不納欠損額は３４，９３８千円である。 

       その根拠条文は地方税法第１５条の７第５項の即時消滅と同法第１８条第１項の 

       時効の規定を適用した処理である。 

 

 
イ 学校給食費の収入状況 

  
 （ア） 現年度分の収入状況 

     現年度分の学校給食費の収入状況等は、次の表のとおりである。 

 

年 度 調定額 収入済額 収入率 未納発生額 

２１ 

２０ 

１６１，９１２

１６３，５８７

１５４，６０８

１５５，２７７

９５．５

９４．９

７，３０３

８，３１０ 

増減額   △１，６７５  △６６７  ０．６ △１，００７ 

   
収入率は９５．５％で前年度の収入率より０．６ポイント高くなっている。 

この結果、未納発生額は７，３０３千円となり、前年度より１，００７千円減

少している。 

 
  （イ） 滞納繰越分の収入状況 

          滞納繰越分の収入額は３，８５０千円で前年度の４，１７８千円より減少 

           している。 

現年度分の未納額が７，３０３千円発生していることから本度末の滞納繰 

越額は前年度より３，４４６千円増加し、１０２，８６３千円となっている。 

 

 
ウ 保育園保育料等の収入状況 

 
  保育園（町立保育所及び認可保育園）の収入状況等は、次の表のとおりである。 
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(ア) 現年度分の収入状況           

現年度分の収入状況等は次の表のとおりである。 

 

年度 調定額 収入済額 収入未済額 

２１ 

２０ 

１７８，５０６

１８０，７２５

１７６，５９１

１７８，６５３

 １，９１５ 

２，０７２ 

    ※ 還付未済額除く。 

収入未済額は、１，９１５千円で前年度より減少している。 

 

(イ) 繰越分の収入状況              

滞納繰越額の収入状況は、次の表のとおりである。 

 

 

年度 調定額 収入済額 収入未済額 

２１ 

２０ 

 ９，０７９

８，０１９

１，７４７

１，０１１

 ７，３３２ 

７，００８ 

 
   （ウ） 年度末の滞納繰越額 

（ア）＋（イ）から年度末の滞納繰越額は９，２４７千円になっている。 

   

 
エ 幼稚園の保育料等の収入状況 

 
（ア）現年度分の収入状況 

保育料、預かり保育料及び入園料の現年度分の収入状況等は次の表のとおり

である。 

 

区分 調定額 収入済額 収入未済額 

保育料 

預かり保育料 

入園料 

合 計 

１６，８２１

１２，１４８

１，５３０

３０，４９９

１６，７６３

１２，１４４

１，５２５

３０，４３２

５８ 

４ 

   ５ 

  ６７ 

前年度 ２９、５５３ ２９，１８６   ３７６ 

 
調定額、収入額ともに前年度より減少しており、収入未済額は６７千円で前

年度３７６千円より減少している。 
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(イ) 滞納繰越分の収入状況 

滞納繰越額の収入状況は、次の表のとおりである。 

 

区分 滞納繰越額 収入済額 年度末滞納繰越額 

保育料 

預かり保育料 

入園料 

 ４，６３９

３０１

  １８９

２８５

３０

１０

４，３５４ 

  ２７１ 

  １７９ 

計  ５，１２９ ３２５  ４，８０４ 

前年度 ５，０２５ ２６２  ４，７６３ 

 
（ウ）本年度末の滞納繰越額 

本年度末の滞納繰越額は上記(ア)と(イ)の合計額であり、４，８７２千円と 

なっている。 

 

 
  オ 自主財源の滞納繰越額の総額 

  
       歳入のうち町の主な自主財源の滞納繰越額は上記アからエまでの金額の合 

   計であり、３４８，２６８千円となっている。 

 繰越滞納額 

ア 町税 ２３１，２８６

イ 学校給食費 １０２，８６３

ウ 保育園保育料等 ９，２４７

エ 幼稚園保育料等 ４，８７２

合 計 ３４８，２６８
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（３）歳出決算額の状況 

① 歳出の決算状況と前年比較 

 
一般会計の本年度歳出決算の状況は次のとおりである。 

 （単位：千円、％） 

款 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

1 議会費 123,400 122,988 0 412 99.7 

2 総務費 1,843,499 1,805,650 5,258 32,591 97.9 

3 民生費 3,035,542 2,980,871 1,201 53,470 98.2 

4 衛生費 506,229 482,975 0 23,254 95.4 

5 労働費 15,333 15,282 0 51 99.7 

6 農林水産費 136,341 132,156 0 4,185 96.9 

7 商工費 648,685 648,681 0 4 100.0 

8 土木費 1,456,588 1,193,836 235,716 27,036 82.0 

9 消防費 468,849 460,865 7,983 1 98.3 

10 教育費 1,404,361 1,252,269 98,217 53,875 89.2 

11 災害復旧費 14,816 14,049 0 767 94.8 

12 公債費 1,042,397 1,041,853 0 544 99.9 

13 諸支出金 1 0 0 1 0.0 

14 予備費 13,599 0 0 13,599 0.0 

歳出合計 10,709,640 10,151,475 348,375 209,790 94.8 

前年度歳出合計 9,940,221 8,870,495 887,835 181,890 89.2

 
  歳出決算額は上記表のとおり、予算現額は１０，７０９，６４０千円、支出

済額は１０，１５１，４７５千円、翌年度繰越額は３４８，３７５千円及び不

用額は２０９，７８９千円になっている。 

支出済額１０，１５１，４７５千円であり、予算現額１０，７０９，６４０

千円に対しては９４．８％の執行率である。前年度は８９．２％である。 

支出済額は、前年度より１，２８０，９８０千円増加している。 

次表「歳出決算の前年比較」から労働費と教育費以外はすべて増加している。 

なお、翌年度繰越額は前年度より減少したが、不用額は前年度より増加して

いる。 
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歳出決算の前年度比較は次のとおりである。 

 （単位：千円、％） 

平成２１年度 平成２０年度 
款 

決算額 構成比 決算額 構成比 
増減額 

1 議会費 122,988 1.2 121,951 1.4 1,037

2 総務費 1,805,650 17.8 1,220,128 13.8 585,522

3 民生費 2,980,871 29.4 2,840,368 32.0 140,503

4 衛生費 482,975 4.8 445,273 5.0 37,702

5 労働費 15,282 0.2 17,221 0.2 △ 1,939

6 農林水産費 132,156 1.3 82,794 0.9 49,362

7 商工費 648,681 6.4 9,754 0.1 638,927

8 土木費 1,193,836 11.8 1,040,203 11.7 153,633

9 消防費 460,865 4.5 419,782 4.7 41,083

10 教育費 1,252,269 12.3 1,651,422 18.6 △ 399,153

11 災害復旧費 14,049 0.1 3,000 0.0 11,049

12 公債費 1,041,853 10.3 1,018,599 11.5 23,254

13 諸支出金 0 0.0 0 0.0 0

14 予備費 0 0.0 0 0.0 0

歳出合計 10,151,475 100.0 8,870,495 100.0 1,280,980

 

 
 ア 主な款別支出済額の状況 

 

款別の支出済額のうち主な支出済額等の状況は、次のとおりである。 

 
（ア） 総務費   

 

項 目 ２１年度 ２０年度 増減額 

総務管理費 

徴税費 

戸籍住民基本台帳費 

選挙費 

その他 

1,582,675 

144,075 

64,927 

9,708 

4,265 

974,534 

161,263 

65,373 

14,499 

4,459 

608,141 

△17,188 

△446 

△4,791 

△194 

計 1,805,650 1,220,128 △585,522 
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総務管理費は１，５８２，６７５千円で前年度より６０８，１４１千円増加し

ている。増加の主な要因は一般管理費の定額給付金給付事業５３２，６１９千円

によるものである。財政調整基金費が２３，０００千円、リサイクル基金費が９，

０００千円増加している。 

 

（イ） 民生費 

 

項 目 ２１年度 ２０年度 増減額 

社会福祉費 

児童福祉費 

その他 

1,645,196 

1,335,576 

99 

1,540,104 

1,300,194 

70 

105,092 

35,382 

29 

計 2,980,871 2,840,368 140,503 

 
㋐ 社会福祉費 

社会福祉費は、１，６４５，１９６千円で前年度より１０５，０９２千

円増加している。主な増加項目は次のとおりである。 

 
・ 負担金、補助及び交付金 

後期高齢者医療事業へ１９０，６５６千円（前年度は１６６，５８８

円）の支出により、２４，０６８千円増加している。 

・ 扶助費で９３，３９２千円増加している。 

  
㋑ 児童福祉費 

児童福祉費は、１，３３５，５７６千円で前年度より３５，３８２千円

増加している。 

同福祉費のうち児童措置費は、１，０４４，５８３千円で前年度より２

０，２５６千円増加している。 

 
   （ウ） 衛生費 

 

項 目 ２１年度 ２０年度 増減額 

保健衛生費 

清 掃 費 

176,985 

305,991 

170,563 

274,709 

6,421 

31,282 

計 482,976 445,272 37,703 

 
     清掃費は、３０５，９９１千円で前年度より３１，２８２千円増加している。 
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そのうち、塵芥処理費では東部清掃施設組合負担金が１７８，７４０千円で前

年度より２５，８２９千円増加している。 

また、最終処分場建設負担金として南部広域行政組合への支出が９，３９４

千円（前年度９，５８８千円）となっている。 

 
（エ） 農林水産業費 

 

項 別 ２１年度 ２０年度 増減額 

農 業 費 

林 業 費 

水産業費 

126,588 

2,441 

3,127 

78,378 

1,689 

2,727 

48,210 

752 

400 

計 132,156 82,794 49,362 

 
㋐  農業費 

農業費は１２６，５８８千円で前年度より４８，２１０千円増加して

いる。 

県から強い農業づくり交付金として収入があったものを、さとうきび

振興事業として３６，８３９千円支出している。 

 
（オ）商工費 

      商工費の増加は歳入の（款）町債で商工債として起債した地域総合整備貸付 

  事業債の６４０，０００千円を貸付金として執行したことによるものである。 

 
（カ） 土木費 

 

項 別 ２１年度 ２０年度 増減額 

土木管理費 

道路橋梁費 

都市計画費 

その他 

37,956 

627,880 

520,991 

7,009 

42,955 

574,997 

414,866 

7,385 

△4,999 

52,883 

106,125 

△376 

計 1,193,836 1,040,203 153,633 

 

   ㋐ 道路橋梁費 

道路橋梁費は、６２７，８８０千円で前年度より５２，８３３千円増

加している。 

そのうち、主な事業である道路新設改良費は５８９，６６５千円で前

年度より４５，９３７千円増加している。 

道路新設改良費の主な事業は、次のとおりである。 

 



 18

       兼久・仲伊保線道路整備事業       １１０，８３２千円 

       小那覇 8 号線道路整備事業         ７２，５４０千円 

小波津川南線道路整備事業         ６５，７３３千円 

小那覇マリンタウン線道路整備事業     ５７，９４１千円 

 
㋑ 都市計画費 

都市計画費は、５２０，９９１千円で前年度より１０６，１２５千円増

加している。本年度は街区・歴史公園整備事業５９，４６９千円の支出が

ある。 

その他土地区画整理事業特別会計への操出金が１０５，９８３千円で前

年度より５６，０３９千円増加、下水道事業特別会計への操出金が１３３，

６００千円で前年度より７，６００千円増加している。 

マリンパーク事業費１１４，２４１千円（前年度は１１６，７５０千円）

の支出が行われている。 

 
 （キ） 教育費 

 

項 別 ２１年度 ２０年度 増減額 

教育総務費 

小学校費 

中学校費 

幼稚園費 

社会教育費 

保健体育費 

249,958 

205,650 

100,031 

111,203 

169,016 

416,410 

164,845 

729,925 

104,916 

108,040 

155,088 

388,608 

85,113 

△524,275 

△4,885 

3,163 

13,928 

27,802 

計 1,252,269 1,651,422 △399,153 

 
㋐ 教育総務費 

教育総務費の増加の主な原因は、学校ＩＣＴ環境整備事業による備品購

入費９２，１２７千円の増加による。 

 
     ㋑ 小学校費 

小学校費は、２０５，６５０千円で前年度より５２４，２７５千円減少

している。 

主に学校建設費６０，０１４千円(前年度５７７，７９６千円)の減少に

よるものである。 

 
     ㋒ 保健体育費 

保健体育費は、４１６，４１０千円で前年度より２７，８０２千円増加

している。 
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学校給食調理上事務運営事業の需用費１８１，７８８千円千円の中の消耗品

費１７，１４１千円で、前年度２，４１０千円より１４，７３１千円増加して

いる。 

これは、地域活性化・経済危機対策臨時交付金による学校給食用食器購入事

業１３，１２５千円の実施によるものである。 

 

 

② 性質別歳出決算額の状況          (地方財政状況調査表より) 
 （単位：千円、％） 

平成２１年度決算額 平成２０年度決算額 
区分 

収入金額 構成比 収入金額 構成比 
増減額 増減率 

人件費 1,744,020 17.2 1,756,848 19.8 △ 12,828 △ 0.7

扶助費 1,612,519 15.9 1,493,395 16.8 119,124 8.0

公債費 1,041,853 10.3 1,018,599 11.5 23,254 2.3

義
務
的
経
費 計 4,398,392 43.3 4,268,842 48.1 129,550 3.0

普通建設事業費 896,143 8.8 1,261,808 14.2 △ 365,665 △ 29.0

    補助事業費 266,122 2.6 725,892 8.2 △ 459,770 △ 63.3

    単独事業費 630,021 6.2 535,916 6.0 94,105 17.6

    国直轄負担金等             

災害復旧事業費 14,049 0.1 3,000 0.0 11,049 368.3

失業対策事業費             

投
資
的
経
費 

計 910,192 9.0 1,264,808 14.3 △ 354,616 △ 28.0

物件費 1,233,947 12.2 1,147,093 12.9 86,854 7.6

維持補修費 31,157 0.3 26,936 0.3 4,221 15.7

補助費等 1,513,275 14.9 900,540 10.2 612,735 68.0

積立金 289,407 2.9 228,338 2.6 61,069 26.7

投資及び出資金 230 0.0 1,330 0.0 △ 1,100 △ 82.7

貸付金 640,000 6.3 0 0.0 640,000 皆増

繰出金 1,134,875 11.2 1,032,608 11.6 102,267 9.9

前年度繰上充用金             

そ
の
他
経
費 

計 4,842,891 47.7 3,336,845 37.6 1,506,046 45.1

  合計 10,151,475 100.0 8,870,495 100.0 1,280,980 14.4

 

 

  ア 義務的経費 

人件費は、１２，８２８千円減少しているが、扶助費が１１９，１２４千円増加

したことにより義務的経費は合計では増加している。 

また、人件費の構成比は１７．２％で前年度より減少しているが、扶助費の構成
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比も１５．９％で前年度より減少している。 

 
   ㋐ 人件費の状況 

 
人件費の推移は次のとおりである。（決算書に基づいている） 

 

人件費の内訳 

区分 ２１年度 ２０年度 １９年度 

報 酬 

給 料 

手 当 

共済費 

２７５，９４３

７２３，１７３

 ５８８，１５５

２５９，７０１

２７３，８４３

７４５，８１１

 ５９７，８１６

２４９，７９１

２７９，２３６

７９１，０８３

６５２，７６５

２５９，０７１

合 計 １，８４６，９７２ １，８６７，２６１ １，９８２，１５５

 
人件費（報酬、給料、職員手当及び共済費）は１，８４６，９７２千円で前年

度より２０，２８９千円減少している。 

 

手当の内訳 

職員手当 ２１年度 ２０年度 １９年度 

期 末 手 当 
時間外勤務手当等 

扶 養 手 当 

住 居 手 当 

通 勤 手 当 

退 職 手 当 

児 童 手 当 

管 理 職 手 当 

２８９，７７０

３３，５２５

３０，８２２

１１，６９０

７，４１８

１９９，７２４

６，８３０

７，６７５

３１７，４３２

２５，９７５

３１，４１６

１１，８９５

７，２３７

１８７，８００

７，６４０

７，７１６

３３９，１６１

２７，７５６

３３，４２７

１２，９１９

８，０３７

２１３，５５７

８，０５０

８，０４３

その他の手当 ７０１ ７０５ １，８１３

合 計 ５８８，１５５ ５９７，８１６ ６５２，７６３

※ 期末手当には常勤特別職（４人）及び議員の期末手当を含む。 

※ 時間外勤務手当等は時間外勤務手当及び休日勤務手当の合計である。 

 
   ㋑ 扶助費 

     
  扶助費の推移は次のとおりである。 
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 年度 義務的経費 左の内 扶助費 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

３，８６１，４１１ 

４，０８４，３１９ 

４，２０５，５４０ 

４，２６８，８４２ 

４，３９８，３９２ 

１，１５６，２１６ 

１，２６７，５６１ 

１，３７８，４８６ 

１，４９３，３９５ 

１，６１２，５１９ 

 
     扶助費は毎年増加しているが、特に本年度は義務的経費が減少する中で 

    増加している。 

 
㋒ 公債費 

 
     公債費の推移は次のとおりである。 

 

年度 公債費 

１７ ８７４，９１０

１８ ９１１，９４５

１９ ９７５，１７６

２０ １，０１８，５９９

２１ １，０４１，８５３

 
  公債費も扶助費同様、毎年増加の一途をたどっている。 

 

 

イ 投資的経費 

 
補助事業は４５９，７７０千円減少しているが、単独事業が９４，１０５千円

増加している。 

 

 

  ウ その他の経費 

 物件費は、１，２３３，９４７千円で前年度より８６，８５４千円増加してい

る。 
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 エ 補助費等 

 

年度 補助費 一般財源からの支出額 

１７ ８９４，０８９ ８１６，９８６

１８ ８７７，３４７ ８３６，３２４

１９ ９９９，２７４ ８６０，１００

２０ ９００，５４０ ８３５，６５９

２１ １，５１３，２７５ ８９６，３９８

 

定額給付金国庫補助金として歳入があったものを定額給付金給付事業とし

て５３２，６１９千円支出している。そのため前年より大幅な増加となったも

のである。 

 
補助費等のうち負担金としての主な支出は、次の表のとおりである。 

 

 ２１年度 ２０年度 

東部消防事務組合 ４６０，８６５ ４１９，７８２ 

東部清掃施設組合 １７８，７４０ １５２，９１１ 

南部広域行政組合 ９，３９４ ９，５８８ 

 

 

（４） 翌年度繰越額の状況 

  翌年度繰越額（繰越明許費）は３４８，３７５千円で、内訳は次の表のとおり

である。 

 

予算項目 翌年度繰越額 

総務費（総務管理費） 

民生費（児童福祉費） 

土木費（道路橋梁費） 

土木費（都市計画費） 

教育費 

消防費 

合 計 

５，２５８

１，２０１

１８０，８２１

５４，８９６

９８，２１７

７，９８３

３４８，３７５

 

土木費の１８０，８２１千円（道路橋梁費）は小那覇マリンタウン線他４事業

の繰越によるものである。教育費の９８，２１７千円は学校ＩＣＴ環境整備事業

他６事業の繰越によるものである。 
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（５） マリンパーク事業 

    マリンパーク事業の収支状況は、次の表のとおりである。 

 

区分 １９年度 ２０年度 ２1年度 ３年累計 

施設使用料 7,844 14,241 14,934 37,019 

その他 10,111 0 0 10,111 収入 

収入合計 17,955   14,934 32,889 

人件費 15,038 16,077 15,058 46,173 

事務費 6,081 5,824 4,468 16,373 

管理費 40,649 32,694 32,089 105,432 
支出 

支出合計 61,769 54,596 51,614 167,979 

管
理
業
務 

収支差額 -43,814 -40,355 -36,680 -120,849 

使用料収入 3,021 8,077 9,829 20,927 

販売収入 62,269 94,512 96,962 253,743 

その他収入 0 1,516 1,708 3,224 
収入 

収入合計 65,290 104,105 108,499 277,894 

人件費 3,215 4,659 5,445 13,319 

事務費 1,428 1,270 1,250 3,948 

販売事業費 37,271 54,511 55,778 147,560 

管理費 4,218 1,712 154 6,084 

支出 

支出合計 46,132 62,153 62,627 170,912 

自
主
事
業 

収支差額 19,158 41,951 45,873 106,981 

管理事業・自主事業合計 -24,656 1,596 9,193 -13,867 

  

本年度は自主事業の収支が４５，８７３千円あり、管理業務との合計でも９，１９３

千円の収入超過となっている。 

 3 年間の累計を算出すると、収支は△１３，８６７千円となっている。 
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２ 特別会計 

（１） 国民健康保険特別会計 

   本年度の国民健康保険特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで、歳入

決算額は３，７６２，８１６千円、歳出決算額は４，５６８，５６４千円、差引残

額は△８０５，７４７千円となっている。 

なお、残額不足は翌年度歳入繰入充用になっている。 

 
国民健康保険特別会計の歳入及び歳出決算額の状況 

項 目 本 年 度 対前年度増減額 

歳入決算額  ３，７６２，８１６  ３３５，２５８ 

歳出決算額  ４，５６８，５６４ ４５８，０８２ 

差引残額 △８０５，７４７ ― 

 

① 歳入決算の状況と前年度比較 
国民健康保険特別会計の本年度歳入決算の状況は、次のとおりである。 

 （単位：千円、％） 

不能 収入 収入率 収入率
款 予算現額 調定額 収入済額

欠損額 未済額 対予算 対調停

1 国民健康保険税 634,858 854,178 627,243 12,225  215,996 98.8 73.4

2 一部負担金 2 0 0 0 0 0.0   

3 使用料及び手数料 800 689 689 0 0 86.1 100.0

4 国庫支出金 1,836,752 1,609,265 1,609,265 0 0 87.6 100.0

5 療養給付等交付金 138,441 125,655 125,655 0 0 90.8 100.0

6 前期高齢者給付金 200,562 200,562 200,562 0 0 100.0 100.0

7 県支出金 191,781 212,092 212,092 0 0 110.6 100.0

8 連合会支出金 1 0 0 0 0 0.0   

9 共同事業交付金 600,654 600,655 600,655 0 0 100.0 100.0

10 財政収入 1 0 0 0 0 0.0   

11 繰入金 381,141 381,140 381,140 0 0 100.0 100.0

12 繰越金 2 0 0 0 0 0.0   

13 諸収入 690,951 5,515 5,515 0 0 0.8 100.0

歳入合計 4,675,946 3,989,751 3,762,816 12,225 215,966 80.5 94.3

前年度歳入合計 4,227,766 3,641,439 3,427,558 8,511 206,978 81.1 94.1
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歳入決算の前年度比較は次のとおりである。 

 （単位：千円、％） 

項  目 ２１年度 構成比 ２０年度 構成比 増 減 

健康保険税 

国庫支出金 

療養給付費等交付金 

前期高齢者交付金 

県支出金 

共同事業交付金 

繰入金 

その他 

627,243

1,609,265

125,655

200,562

212,092

600,655

381,140

6,204

16.7

42.8

3.3

5.3

5.6

16.0

10.1

0.2

630,559

1,373,727

148,509

147,945

186,622

561,556

373,544

5,096

18.4 

40.0 

4.3 

4.3 

5.4 

16.4 

10.9 

0.1 

△3,316

235,538

△22,854

52,617

25,470

39,098

7,596

1,108

計 3,762,816 100 3,427,558 100 335,258

 
 ア 国民健康保険税の収入状況は、次の表のとおりである。 

    
（ア）現年度 

  
   現年課税分のみの収入状況は次のとおりである。 

 

年度 調定額 収入済額 収入率 収入未済額 

２１ 

２０ 

656,087 

651,141 

597,496 

603,149 

91.1 

92.6 

59,735 

49,465 

収入済額には、還付未済額１，１４４千円を含む。 

収入未済額は、５９，７３５千円で前年度より１０，２７０千円増加して

いる。 

 
（イ）滞納繰越分 

滞納繰越額１９８，０９０千円のうち収入済額は２９，７５３千円で前年

度より２，３４３千円増加している。また、不納欠損額は１２、２２５千円

（前年度８，５１１千円）になっている。 
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 ② 歳出の決算状況と前年度比較 
 
国民健康保険特別会計の本年度歳出決算の状況は、次のとおりである。 

 （単位：千円、％） 

 予算現額 支出済額 
翌年度

繰越額
不用額 執行率

1 総務費 144,475 142,593 0 1,882 98.7 

2 保険給付費 2,367,610 2,339,930 0 27,680 98.8 

3 老人保健拠出金 86,127 86,125 0 2 100.0 

4 前期高齢者納付金等 1,441 1,440 0 1 99.9 

5 後期高齢者支援等 506,402 506,401 0 1 100.0 

6 介護納付金 191,675 191,675 0 0 100.0 

7 共同事業拠出金 575,108 575,105 0 3 100.0 

8 保健事業費 33,667 33,603 0 64 99.8 

9 基金積立金 1 0 0 1 0.0 

10 公債費 1,588 1,273 0 315 80.2 

11 諸支出金 7,688 7,497 0 191 97.5 

12 予備費 74,361 0 0 74,361 0.0 

13 繰上充用金 685,803 682,923 0 2,880 99.6 

歳出合計 4,675,946 4,568,565 0 107,381 97.7 

前年度歳入合計 4,227,766 4,110,481 0 117,285 97.2 

 

 

歳出決算の前年比較は次のとおりである。 

 （単位：千円、％） 

平成２１年度 平成２０年度 
款 

決算額 構成比 決算額 構成比 
増減額 

1 総務費 142,593 3.1 141,462 3.4 1,131

2 保険給付費 2,339,930 51.2 2,280,378 55.5 59,552

3 老人保健拠出金 86,125 1.9 149,101 3.6 △ 62,976

4 前期高齢者納付金等 1,440 0.0 603 0.0 837

5 後期高齢者支援等 506,401 11.1 447,645 10.9 58,756

6 介護納付金 191,675 4.2 187,302 4.6 4,373
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7 共同事業拠出金 575,105 12.6 512,245 12.5 62,860

8 保健事業費 33,603 0.7 26,013 0.6 7,590

9 基金積立金 0 0.0 0 0.0 0

10 公債費 1,273 0.0 680 0.0 593

11 諸支出金 7,497 0.2 5,771 0.1 1,726

12 予備費 0 0.0 0 0.0 0

13 繰上充用金 682,923 14.9 359,280 8.7 323,643

歳出合計 4,568,565 100.0 4,110,480 100.0 458,085

 
保険給付金は、２，３３９，９３０千円で前年度より５９，５２２千円増加して

いる。 

繰上充用金は６８２，９２３千円となり前年度より３２３，６４２千円増加して

いる。 
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（２） 老人保健特別会計 

本年度の老人保健特別会計決算額の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで、歳

入決算額１０，３８８千円、歳出決算額１２，２３５千円、差引残額△１，８４８

千円となっている。 

老人保健特別会計の歳入及び歳出決算額の状況 

  項 目 本 年 度 対前年度増減額 

歳入決算額 １０，３８８ △２０６，９４８ 

歳出決算額 １２，２３５ △１９９，０４３ 

差引残額 △１，８４８ ― 

 
① 歳入決算の状況 

  歳入決算の状況は次のとおりである。 

 （単位：千円、％） 

款 予算現額 調定額 
収入 

済額 

不能 

欠損額

収入 

未済額 

収入率

対予算

収入率

対調定

1 支払基金交付金 4,020 381 381 0 0 9.5 100.0

2 国庫支出金 2,666 3,219 3,219 0 0 120.7 100.0

3 県支出金 666 40 40 0 0 6.0 100.0

4 繰入金 671 671 671 0 0 100.0 100.0

5 繰越金 6,057 6,057 6,057 0 0 100.0 100.0

6 諸収入 3,224 20 20 0 0 0.6 100.0

歳入合計 17,304 10,388 10,388 0 0 60.0 100.0

前年度歳入合計 226,349 217,336 217,336 0 0 96.0 100.0

 
    ② 歳出決算の状況 

      歳出決算の状況は次のとおりである。 

 （単位：千円、％） 

款 予算現額 支出済額 
翌年度 

繰越額 
不用額 執行率 

1 医療諸費 8,020 2,956 0 5,064 36.9 

2 諸支出金 9,281 9,280 0 1 100.0 

3 予備費 3 0 0 3 0.0 

歳出合計 17,304 12,236 0 5,068 70.7 

前年度歳入合計 226,349 211,278 0 15,071 93.3 
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（３） 公共下水道事業特別会計 

 
本年度の公共下水道事業特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで、歳

入決算額は７４２，３５２千円、歳出決算額７２５，５６５千円、差引残額１６，

７８７千円となっている。 

 
公共下水道事業特別会計の歳入及び歳出決算額の状況 

 

項 目 本 年 度 対前年度増減額 

歳入決算額 ７４２，３５２ １０，６７７ 

歳出決算額 ７２５，５６５ △２，８７６ 

差引残額 １６，７８７ ― 

 
① 歳入決算の状況と前年度比較 

 
歳入決算の状況は次のとおりである。 

 （単位：千円、％） 

款 予算現額 調定額 収入済額
不能 

欠損額

収入 

未済額 

収入率 

対予算 

収入率

対調定

1 使用料及び手数料 84,053 83,758 83,570 0 188 99.4 99.8

2 国庫支出金 282,000 282,000 275,010 0 6,990 97.5 97.5

3 繰入金 133,600 133,600 133,600 0 0 100.0 100.0

4 繰越金 3,233 3,233 3,233 0 0 100.0 100.0

5 諸収入 9,341 9,339 9,339 0 0 100.0 100.0

6 町債 242,200 237,600 237,600 0 0 98.1 100.0

歳入合計 754,427 749,530 742,352 0 7,178 98.4 99.0

前年度歳入合計 735,399 733,740 731,675 0 2,065 99.5  99.7
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歳入決算の前年度比較は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
使用料は、大口使用事業所の本格的な稼働により大幅な増加となっている。 

使用料及び手数料における収入未済額は１８８千円となり前年の２，０６４千 

より減少している。 

町債は、下水道事業債として１８３，４００千円、中城湾南部流域下水道建設

負担金債として５４，２００千円である。 

地方債残高は本年度の元金償還が８３，９８８千円あったが、起債額が２３７，

６００千円あることから、前年度より１５３，６１２千円増加して３，５９１，

６９６千円となっている。 

 
   下水道事業会計としての地方債の各年度末の残高の推移は、次のとおりである。 

 

年度末 地方債金額 

  １７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２，８８３，７７９

３，０４５，１００

３，２５９，７４１

３，４３８，０８４

３，５９１，６９６

 

 
② 歳出決算の状況 

  
 歳出決算の状況は次のとおりである。 

 

 

 

項  目 ２1 年度 ２０年度 増減額 

使 用 料 

手 数 料 

国庫支出金 

繰 入 金 

諸 収 入 

町   債 

繰 越 金 等 

８３，２８３

２８７

２７５，０１０

１３３，６００

９，３３９

２３７，６００

３，２３３

５２，６２９

２９３

２８６，２３１

１２６，０００

１０，９９２

２５１，２００

４，３３０

３０，６５４ 

△６ 

△１１，２２１ 

７，６００ 

△１，６５３ 

△１３，６００

△１，０９７ 

計 ７４２，３５２ ７３１，６７５ １０，６７７ 
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 （単位：千円、％） 

款 予算現額 支出済額
翌年度 

繰越額 
不用額 執行率

1 公共下水道費 600,177 582,380 11,650 6,147 97.0 

2 公債費 143,701 143,184 0 516 99.6 

3 予備費 10,549 0 0 10,549 0.0 

歳出合計 754,427 725,565 11,650 17,212 96.2 

前年度歳出合計 735,399 728,441 0 6,958 99.1 

 

歳出決算額７２５，５６５千円のうち主な支出は、下水道整備費５４１，０４

７千円、公債費１４３，１８５千円（元金８３，９８８千円、利子５９，１７７

千円）である。 

使用可能世帯数（２８５５世帯）に対する使用世帯数（１２４１世帯）の割合は

４３．５％になり、前年度の４１．８％より向上している。 

 

 

 

（４） 土地区画整理事業特別会計 

 
本年度の土地区画整理事業特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりで、

歳入決算額は７４５，７１６千円、歳出決算額は５７７，９１５千円、差引残額は

１６７，８０１千円となっている。 

 
土地区画整理事業特別会計歳入及び歳出決算額の状況 

 

項 目 本 年 度 対前年度増減額 

歳入決算額 ７４５，７１６ ５１４，９１４ 

歳出決算額 ５７７，９１５ ４１０，２１６ 

差引残額 １６７，８０１ ― 

 
歳入決算額の主なものは、国庫支出金の４６４，６４７千円、保留地処分金の１

１１，９３６千円、繰入金１０５，９８３千円である。 

国庫支出金は、西原西地区の土地区画整理事業費の財源である。 

歳出決算額は、西原西地区土地区画整理事業費５６０，７５０千円と上原棚原土

地区画整理事業費１７，１６５千円である。 
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（５） 介護保険特別会計 

 
   本年度の介護保険特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりである。 

歳入決算額は、１，４８２，３０６千円、歳出決算額は１，４４５，３３０千円、

差引残額は３６，９７６千円となっている。 

 

 
介護保険特別会計の歳入及び歳出決算額の状況 

 

項 目 本 年 度 対前年度増減額 

歳入決算額 １，４８２，３０６ ３６，１４０ 

歳出決算額 １，４４５，３３０ ７２，３４４ 

差引残額 ３６，９７６ ― 

 

 
 ① 歳入の決算状況と前年度比較 

 

歳入決算の状況は、次のとおりである。 

 （単位：千円、％） 

款 予算現額 調定額 収入金額
不納 

欠損額 

収入 

未済額 

収入率

対予算

収入率

対調定

1 保険料 228,560 270,866 242,347 9,084 20,704 106.0 89.5 

2 使用料及び手数料 105 83 83 0 0 79.0 100.0 

3 国庫支出金 283,218 287,825 287,825 0 0 101.6 100.0 

4 支払基金交付金 378,725 378,724 378,723 0 0 100.0 100.0 

5 県支出金 195,968 195,968 195968 0 0 100.0 100.0 

6 財産収入 1 5 5 0 0 500.0 100.0 

7 繰入金 304,078 303,998 303,998 0 0 100.0 100.0 

8 繰越金 73,183 73,180 73,180 0 0 100.0 100.0 

9 諸収入 74 176 176 0 0 237.8 100.0 

10 町債 1 0 0 0 0 0.0 

歳入合計 1,463,913 1,510,826 1,482,306 9,084 20,704 101.3 98.1 

前年歳入合計 1,446,162 1,474,865 1,446,166 8,651 20,765 100.0 98.1 
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 歳入決算の前年比較は次のとおりである。 

 （単位：千円、％） 

平成２１年度 平成２０年度 
款 

収入金額 構成比 収入金額 構成比 
増減額 

1 保険料 228,560 15.6 265,725 18.4 △37,165

2 使用料及び手数料 105 0.0 94 0.0 11

3 国庫支出金 283,218 19.3 275,473 19.0 7,745

4 支払基金交付金 378,725 25.9 351,432 24.3 27,293

5 県支出金 195968 13.4 174296 12.1 21,672

6 財産収入 1 0.0 6 0.0 △5

7 繰入金 304,078 20.8 300,021 20.7 4,057

8 繰越金 73,183 5.0 78,675 5.4 △5,492

9 諸収入 74 0.0 443 0.0 △369

10 町債 1 0.0 0 0.0 1

歳入合計 1,463,913 100.0 1,446,166 100.0 17,747

 
ア 介護保険料の収入状況 

収入未済額２０，７０４千円のうち９，６５７千円は現年度分であり、１

１，０４７千円が滞納繰越分である。本年度末の収入未済額は２０，７０４

千円であり前年度（２０，７６５千円）より減少している。 

また、不納欠損額は９，０８４千円（前年度８，６５１千円）である。 

特別徴収分は毎年度全額徴収されるので、収入未済額は普通徴収分から発生

する。収入未済額から不能欠損処分された結果、現年度調定額のうち２０％

超の金額が徴収されない状況になっている。 

 

年度 
現年度分調定額 

（普通徴収分のみ） 
不納欠損額 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

４８，７２８ 

５０，５４１ 

４５，８３２ 

４３，６８２ 

４０，００６ 

６，７７２ 

７，２２３ 

７，８３５ 

８，６５１ 

９，０８４ 
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② 歳出決算の前年度比較は、次のとおりである。 

   歳出決算額の内訳 

項  目 ２１年度 ２０年度 増減額 

総務費 

保険給付費 

地域支援事業 

86,763 

1,238,278 

57,217 

92,258 

1,101,189 

64,876 

△5,495 

137,089 

△7,659 

基金積立金 

その他 

42,158 

20,914 

48,161 

66,502 

△6,003 

△45,588 

計 1,445,330 1,372,986 72,344 

 

（６）後期高齢者医療特別会計 
 

本年度の後期高齢者医療特別会計の歳入及び歳出決算額は次の表のとおりである。 

歳入決算額は１５３，１４８千円、歳出決算額は１５０，９４６千円、差引残額は２，

２０２千円となっている。 

 
後期高齢者医療特別会計の歳入及び歳出決算額の状況 

項 目 本 年 度 対前年度増減額 

歳入決算額 １５３，１４８ １３，７３７ 

歳出決算額 １５０，９４６ １４，２７２ 

差引残額 ２，２０２  

 
① 歳入決算の状況は、次のとおりである。 

 
 （単位：千円、％） 

款 予算現額 調定額 収入金額
不納 

欠損額

収入 

未済額 

収入率

対予算

収入率

対調定

1 後期高齢者医療保険料 93,793 94,938 92,711 0 2,728 98.8 97.7 

2 使用料及び手数料 2 76 76 0 0 3,800.0 100.0 

3 寄付金 1 0 0 0 0 

4 繰入金 56,854 56,853 56,853 0 0 100.0 100.0 

5 繰越金 2,738 2,738 2738 0 0 

6 諸収入 17 770 770 0 0 4,529.4 100.0 

歳入合計 153,404 155,375 153,148 0 2,728 99.8 98.6 

前年歳入合計 138,041 140,253 139411 0 1357 101.0 99.4 
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後期高齢者医療保険料は特別徴収が４８，４４２千円、普通徴収が４６，４９６千円と

なっており、収入未済額２，７２８千円は普通徴収保険料に係るものである。 

繰入金５６，８５３千円は一般会計からの繰入金である。 

 

 

 

３ 財政運営 

 
 （１）基金の状況 

 
条例に基づいて積み立てられている財政調整基金等特定目的資金積立基金の本

年度の積立額（一般会計及び介護保険特別会計）は３３１，５６５千円、取崩額は

９５，７４８千円となっている。 

この結果、本年度末の同積立基金の額は前年度より２３５，８１６千円増加して

１，８８０，３３８千円になっている。 

各年度末の特定目的資金積立基金の残高の推移は、次のとおりである。 

 
各年度末基金の状況 

年度 基金の額 増減額 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

１，５５８，５５８ 

１，４８０，７２５ 

１，４５９，０９８ 

１，４６９，５８３ 

１，６４４，５２２ 

１，８８０，３３８ 

 １６９，５１１ 

△ ７７，８３３ 

△ ２１，６２７ 

  １０，４８５ 

 １７４，９３９ 

 ２３５，８１６ 

 

  

（２）債権の状況 

 
西原町地域総合整備資金貸付金については、６４，０００千円の貸付が実施され

て、４１，３７６千円の返済があったので年度末現在の債権額は９８５，５３８千

円となっている。 

西原町小口資金融資預託金が３，０００千円、西原町水洗便所改造等資金融資預

託金が８，０００千円である。 

その結果、年度末の債権総額は９９６，５３８千円となっている。 
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（３）町債現在高（借入金）の状況 

 
一般会計の本年度末の町債現在高は、前年度の額より３１６，７１６千円増加し

て次のとおり１０，２９０，３８７千円になっている。 

 
町債（借入金）残高の増減 

前年度末 

増 加 額 

減 少 額 

本年度末 

９，９７３，６７１千円 

１，１５５，１００千円 

８３８，３８４千円 

１０，２９０，３８７千円 

 
下水道事業特別会計の町債現在高は本年度も増加して、本年度末の町債現在高

の額は３，５９６，６９６千円となっている。 

一般会計と下水道事業特別会計の町債現在高の額との合計額は１３，８８２，

０８３千円である。 

 

 

 

 
（４）主な財政分析指標 

 

   ① 経常収支比率 

 『経常収支比率』とは、通常、財政構造の硬直度なり弾力性を示すものとさ 

れる指標で、この比率が高いほど経常余剰財源が少なく、財政の硬直化が進ん 

でいるといえる。一般的には町村にあっては７０％以内が妥当と考えられる。 

       「監査必携 全国町村監査委員協議会編」より掲載以下同じ 

 

 本年度の経常収支比率は、８８．５％で前年度の８７．６％ 

より０．９ポイント下降している。 

７０％を超えていることから、財政の硬直化はかなり進んでいると判断できる。 

 

年 度 比 率 対前年度増加 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

８６．８ 

８８．０ 

８９．２ 

８７．６ 

８５．５ 

３．４ 

１．２ 

１．２ 

△１．６ 

△０．９ 
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   ② 財政力指数 

        『財政力指数』とは、地方公共団体の財政上の能力を示す指数をいい、この指 

数が[１]に近いほど財政力が強いと見ることができる。 

本年度の財政力指数は０．６１０となっている。 

 
   ③ 公債費比率 

    『公債費比率』とは経常一般財源に占める公債費の一般財源所要額の比率で、 

公債の元利償還額の負担の状況を示す指標である。 

この比率は１０％をこさないことが望ましいとされている。 

 本年度の公債費比率は１２．５％となっている。 

 
④ 実質収支比率 

 『実質収支比率』とは、地方公共団体の決算剰余又は欠損の状況を財政規模 

との比較であらわしたもので、３％～５％が望ましいと考えられている。 

 本年度の実質収支比率は４．８％となっている。 

 

４ 特定目的定額資金運用積立基金 

 
地方自治法第２４１条第１項後段により設定されている次の特定目的定額資金

運用基金は預金で確実に管理されている。 

本年度末の基金の内訳は、次の表のとおりである。 

 

基金の内訳 基金額 

国民健康保険高額医療費資金貸付基金 

介護保険高額介護サービス資金貸付基金 

２，０００千円 

２，０００千円 

 

５ 総 括 

【歳入】 

本年度は歳入において、国庫支出金１，８０９，５９３千円（前年度１，３３８，０

３６千円）と町債１，１５５，１００千円（前年度４４７，５００千円）、県支出金８

５６，８０２千円（前年度７０７、９９１千円）、町税３，１７８，９４９千円（前年

度３，１３０，１２０千円）などが前年度より大きく増加している。 

国庫支出金は、国の経済対策の一環として「地域活性化・経済危機対策臨時交付金」

７４，３８３千円の他「定額給付金国庫補助金」として５３１，９６８千円の収入があ
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る。 

町債は地域総合整備資金貸付事業として本年度に６４０、０００千円の起債を行った

ためである。 

町税では、法人町民税（前年度増３４，２１３千円）と固定資産税（前年度増４０，

５１６千円）の増収はいずれも企業の誘致の効果が税収に反映されたものであると考え

られる。国の財政はこれからさらに厳しくなることが予想される。今後の財政運営を円

滑に行うためには町税をはじめとする自主財源の増加が必須である。町税、特に法人町

民税と法人の設置による固定資産税は税収効果は大きいので、今後とも企業の誘致を推

進する施策を進めることは望ましいと考える。 

一方、学校給食をはじめとする諸収入等の収入未済(滞納額)の発生は今後も問題解決

に向けて取り組まなければならない。町民の一部が、負担を回避し、払わずに済ませて

しまうことが常態化してしまうと、西原町の中で義務・責任といった公共意識が低くな

ることを危惧するものである。 

 
【歳出】 

義務的経費の中で、人件費は減少傾向にあるものの、扶助費が本年度は１，６１２，

５１９千円（前年度１，４９３，３９５千円）、公債費が本年度は１，０４１，８５３

千円（前年度１，０１８，５９９千円）と増加している。 

高齢化やリストラにより扶助費は今後とも増加していくのは避けられないが、財政が

硬直化すると町民への適時・適切なサービスは提供できないこととなる。 

扶助費は支出の抑制を目的として、全体的に見直す努力はこれからも必要である。 

 
【財政構造】 

財政力指数とは基準財政需要額に対する基準財政収入額の割合で表わされる指標で

あるが、いわば標準的な財政需要額に対して町税等の自主財源の収入額がどの程度確保

されているかを測るものであり、自立度の指標と捉えることもできる。この財政力指数

が本年度は 0.610（過去３年平均）となっている。単年度では 18 年度 0.639、19 年度

0･623、20 年度 0.601、2１年度 0.607 と下降傾向が続いている。 

下降した要因は、算式の分子である本年度の基準財政収入額が２，７７２，３２６千

円で過去２年と同額程度であることに対して、算式の分母となる基準財政需要額が 18

年度は４，２７３，１９２千円、19 年度は４，４５０，３１０千円、20 年度は４，５

７０，６１７千円、21 年度は４，５６７，０６５千円と毎年増加傾向となっているこ

とにある。 

財政需要のうち扶助費や公債費は毎年増加している。扶助費、公債費は今後も増加す

る状況が見込まれることから、人件費、物件費等の支出を抑制し、町税等の自主財源の

収入を確保していくことが財政の改善に向けての課題である。 

経常収支比率は地方税、地方交付税を中心とする経常一般財源の収入が、人件費、扶

助費、公債費等といった経常経費の支出にどの程度使われたかを表す指標であるが、こ

の比率が高いほど臨時的な支出に対応できない財政構造になっていることになり、いわ

ゆる財政が硬直化している、と診断される。西原町においては 88.5%で前年度より 0.9
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ポイント下降している。ここ５年で捉えると、1７年度の 86.8%から 80%で推移しており、

財政の硬直化が進んでいるといえる。 

 
【特別会計】 

特別会計では国民健康保険特別会計で滞納繰越額が２１５，９９６千円となり前年度

の２０１，１９０千円より１４，８０６千円増加している。介護保険特別会計では滞納

繰越額が２０，７０４千円となっている。 

国民健康保険特別会計へは一般会計からの繰入額が３８１，１４０千円あるが、これ

は国民健康保険加入者以外の町民にも負担を強いることになりかねず、不公平といえる

状況が生じてくる。そうした中での滞納額の発生は医療保険制度そのものが問われるこ

とであり、滞納者に対しては今後とも制度の趣旨説明と啓蒙活動、適正な滞納処分の執

行等を続けてもらいたい。さらに今後とも予防重視の事業も継続して行い、保険給付費

の支出そのものの縮減に取り組んでもらいたい。 

 

 


